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市民アンケート調査における回答者属性について 

 

本アンケートでは、回答者属性に関して、以下の 10 項目を質問しました。 

 

① 性別 ⑥ 居住の開始時期 

② 年齢 ⑦ 住居の種別 

③ 職業 ⑧ 住み心地について 

④ 居住地区 ⑨ 居住継続の意向 

⑤ 居住の経緯 ⑩ 同居家族 

 

 

① 性別 

回答者の性別は、男性が 39.5%、女性が 59.3%となっています。平成 29 年 4 月 30 日現在の西

宮市の 16 歳以上の人口（住民基本台帳登録人口）と比較すると、女性の回答割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答者と西宮市の 16 歳以上人口の構成比 

 回答数 構成比 住基人口 構成比 

男性 698 39.5% 191,396 46.6% 

女性 1,049 59.3% 218,908 53.4% 

その他 14 0.8% － － 

無回答 8 0.5% － － 

合計 1,769 100.0% 410,304 100.0% 
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② 年齢 

年齢は、「70 歳以上（23.2%）」が最も多く、次いで「60 歳代（20.1%）」、「40 歳代（18.3%）」、

「50 歳代（15.7%）」、「30 歳代（12.4%）」、「20 歳代（6.4%）」、「10 歳代（2.7%）」の順に続い

ています。 

 

 

 

 

 

③ 職業 

職業は、「給与生活者（36.7%）」が最も多く、次いで「専業主婦・専業主夫（24.7%）」が多くなっ

ています。 
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④ 居住地区 

居住地区は、「鳴尾（18.3%）」が最も多く、次いで「本庁北東（15.5%）」が多くなっています。 

 

 

 

 

 

⑤ 居住の経緯 

居住の経緯は、「他の市町村から西宮市に引っ越してきた」（66.9%）が最も多く、次いで「生まれて

ずっと西宮市に住んでいる」（17.1%）が多くなっています。 
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⑥ 居住開始時期 

居住開始時期は、「21 年以上前（54.0%）」が最も多く、次いで「11～20 年前（21.1%）」が続き、

全体の半数以上が居住歴 21 年以上、7 割以上が 11 年以上となっています。 

 

 

 

 

 

⑦ 住居の種別 

住居の種別は、「持ち家（一戸建て、長屋建て）（42.1%）」が最も多く、次いで「持ち家（マンショ

ンなどの集合住宅）（30.4%）」が続き、全体の 7 割以上が持ち家に住んでいます。 
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⑧ 住み心地について 

住み心地については、「住みよい（44.1%）」が最も多く、次いで「まあ住みよい（43.9％）」が続き、

全体の約 9 割が住みやすいと回答しています。 

 

 

 

 

 

 

⑨ 居住継続の意向 

居住継続の意向は、「今の場所に住み続けたい（64.4%）」が最も多く、全体の 6 割以上が現在の住

んでいる場所での居住継続を望んでいます。次いで「市内でよいところがあれば引っ越したい（19.3%）」

が多くなっており、全体の 8 割以上が西宮市内での居住継続を希望しています。 
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⑩ 同居家族 

同居家族の人数は、「2 人（35.6%）」が最も多く、次いで「３人（23.3%）」が多くなっています。 

子どもの人数は、「1 人（49.3%）」と「2 人（41.4%）」で全体の 9 割を占めます。子どもの属性

は、「それ以外（58.6%）」、「小学生未満（27.1%）」の順で続いています。 

 

同居家族の人数 

 

 

 

 

 

 子どもの人数 子どもの属性 
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転出入の状況に関する資料 

 

本市の直近の人口移動状況について、住民基本台帳から 2013 年（平成 25 年）及び 2017 年（平

成 29 年）の、近隣市区及び首都圏との転出入の状況を以下に示す。 

 

１．転出入の状況 

（１）近隣市区等との転入超過・転出超過の状況 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※首都圏は主要な都県のみ記載 

 神戸市をはじめ本市からみた西部地域からの転入超過が継続する一方で、東部地域へ

の転出超過の傾向が現れており、特に 2017 年（平成 29 年）では大阪市、尼崎市への

転出超過が顕著となっている。 

図.１ 近隣市区等との転入超過・転出超過の状況 
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（２）近隣市区等との転出入の状況 

 

 

 

 

 

 

※首都圏は主要な都県のみ記載 

表.１ 近隣市区等との転出入の状況 

 2017 年（平成 29 年）では、2013 年（平成 25 年）と比較して近隣市からの転入が減少

している。 

自治体名 区分
2013年

（平成25年）
2017年

（平成29年）

転入 767 729

転出 603 582

転入－転出 164 147

転入 302 294

転出 283 277

転入－転出 19 17

転入 383 379

転出 385 344

転入－転出 -2 35

転入 330 348

転出 358 373

転入－転出 -28 -25

転入 1,381 1,235

転出 1,359 1,450

転入－転出 22 -215

転入 714 527

転出 655 608

転入－転出 59 -81

転入 333 342

転出 387 458

転入－転出 -54 -116

転入 732 651

転出 1,062 1,028

転入－転出 -330 -377

転入 203 181

転出 210 223

転入－転出 -7 -42

転入 150 133

転出 200 157

転入－転出 -50 -24

転入 1,843 1,730

転出 1,871 2,014

転入－転出 -28 -284

転入 237 289

転出 330 292

転入－転出 -93 -3

転入 222 166

転出 218 228

転入－転出 4 -62

転入 7,597 7,004

転出 7,921 8,034

転入－転出 -324 -1,030

大阪市

豊中市

吹田市

近隣市　計

芦屋市

伊丹市

宝塚市

三田市

川西市

神戸市東灘区

神戸市灘区

神戸市北区

神戸市中央区

尼崎市

自治体名 区分
2013年

（平成25年）
2017年

（平成29年）

転入 1,593 1,586

転出 2,139 2,156

転入－転出 -546 -570

転入 834 706

転出 932 867

転入－転出 -98 -161

東京都 

神奈川県 

自治体名 区分
2013年

（平成25年）
2017年

（平成29年）

転入 2,691 2,625

転出 2,403 2,263

転入－転出 288 362

神戸市

単位：人 

（参考：神戸市との転出入の状況） 

※転入－転出について 

黒字：転入超過 

赤字（マイナス）：転出超過 
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２．年齢別の転出入の状況 

本市への転入、及び本市からの転出する自治体のうち、上位５位について年齢別の転出入者数

を比較した。（上位５位の抽出については、近隣市は市単位、神戸市は区単位、それ以外は都道府

県単位とした。） 

 

（１）転入 
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 上位 5地域では主に 20 歳代半ば～40 歳代半ば、及び０～６歳の転入が多く、子育て世

帯が転入していると思われる。 

 大阪市からは主に 20 歳代半ば～30 歳代半ば、及び０～２歳の転入が多く、子育て世帯

が転入していると思われる。しかし、2017 年（平成 29 年）はこれらの年齢層の転入が

減少している。 

 尼崎市からは主に 20 歳代後半～30 歳代、及び０～２歳の転入が多く、子育て世帯が転

入していると思われる。しかし、2017 年（平成 29 年）はこれらの年齢層の転入が減少

している。 

図.２ 年齢別転入状況 
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（２）転出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 上位５地域では主に 20 歳代前半～40 歳代半ば、及び０～６歳の転出が多く、大学卒業

後の就職、あるいは子育て世帯が転出していると思われる。 

 東京都へは 22 歳の転出が最も多く、就職を期に転出していると思われる。 

 大阪市へは主に 20歳代の転出が多く、就職から結婚の時期に転出していると思われる。

また、2017 年（平成 29 年）は、これらの年齢層の転出が増加している。 

 尼崎市へは主に 20 歳代後半～30 歳代半ば、及び０～２歳の転出が多く、子育て世帯が

転出していると思われる。また、2017 年（平成 29 年）はこれらの年齢層の転出が増加

している。 

図.３ 年齢別転出状況 
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